































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































選挙年 1946年４月 1947年４月 1949年１月
政　党 当選者数 得票率 当選者数 得票率 当選者数 得票率
保守系
自由党 140 24.4 131 26.7 264 43.9
進歩党 94 18.7
民主党 124 25.4 69 15.7
共同党 14 3.2
国協党 13 7.0 14 3.4
革新系
社会党 93 17.8 143 26.2 47 13.5
労農党 7 2.0
共産党 5 3.8 4 3.7 35 9.7
諸　派 38 11.7 21 5.1 29 11.8
無所属 80 20.4 12 5.9
合　計 464 100.0 466 100.0 466 100.0
注　福永文夫『占領下中道政権の形成と崩壊』の68頁，126頁，134頁から作成。
敗戦直後における国立公園制度の復活（上）
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公園制度改革の勧告を断乎として拒否して，せいぜい戦時下に解体された
国立公園制度を戦前の水準に復活させただけにとどまった。
革新的な民主勢力は，表１に示したように多数派を形成できず，短命な
片山連立内閣を例外に，ついに政権に付くことができず，アメリカやイギ
リスの国立公園のように画期的な国立公園政策を実施することはなかっ
た。敗戦後の日本の革新政党が，国立公園の意義をどれほど理解していた
か定かではないが，おそらく先進的な国立公園政策担当者より劣った認識
しかもっていなかったと推察される。彼らは，GHQの政策を盾に国立公園
制度の根本的な改革を提起することなどまったくなかった。
社会党や共産党の一連の選挙政策にそうした問題意識は微塵もみられな
かった（4）。ちなみにイギリスでは，戦後労働党が選挙に勝って，国立公園
法を制定した（5）。
国立公園の復活のための厳しいもう一つの条件は，荒廃する経済状況の
中で，国民は文化について語る余力をもたず，経済主義が跋扈し，国立公
園についての意識を高めることなどできなかったことである。戦前に国立
公園制定の時期には国立公園について意識，文化がある程度高まり，国立
公園の自然を守る運動も小さいながらおきた（6）。
しかし戦後の国立公園の復活過程においては，国立公園制定期にみられ
た国立公園の国民的意識，とくに国立公園のもつ自然保護機能にたいする
期待意識は，極めて希薄であった。
国立公園に関する出版物は，1948年に田村剛『国立公園講話』，東良三
『アメリカ国立公園考』が出版されたにすぎず，雑誌『国立公園』も1948
年に復刊されたにすぎなかった。各種の学会，ジャーナリズムでは，戦前
のように国立公園論議がほとんどなかった。
ただし戦前と同様に，後に述べるように，経済的に疲弊していた状況下
に地方では地域の観光開発を意図する勢力が国立公園に関心を抱き，1947
年頃から国立公園制定，拡張運動が急速におこってきた。これらの運動は，
確かに国立公園を社会的に広める役割を果たしたが，しかし国立公園の自
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然保護の機能にたいする意識を伴なわなかったことが問題であった。
他方，戦前と同様に，敗戦後まもなく国立公園内における開発，とくに
電源開発の問題がおきてくる。しかし世論は，経済復興第一主義の雰囲気
につつまれ，反対運動を著しく制約することになった。また敗戦直後のマ
スコミも，国立公園への理解が乏しく，反対運動を大きく制約した。
例えば，尾瀬での電源開発に反対運動がおきた時，1949年12月11日の夜
８時のNHKの放送番組「時の動き」は，尾瀬の電源開発を是認する立場で
報じたり，また1949年12月21日の『毎日新聞』（社説）や同12月22日の『読
売新聞』（コラム）は，それに同調する意見を公表したことがその典型であ
り，いまや当時の国立公園意識の貧困についての語り草となっている（7）。
以上のように，戦後の国立公園の復活過程は，厳しい条件のもとに置か
れてきたのである。それらの条件は，戦前に培ってきた国立公園思想，運
動を発展的に成長させることを抑制し，GHQの積極的な勧告にも拘らず，
国立公園をせいぜい戦前の水準に回復するにとどめる足かせとなった。
敗戦直後における国立公園制度の復活（上）
注
（１）　イギリスの戦後の国立公園については拙稿「イギリスにおける国立公園
思想の形成（３）」，『経済志林』第73巻第１・２号，参照。アメリカの国立
公園については，「成立期におけるアメリカ国立公園の理念と政策（１）」
『経済志林』第74巻第１・２号を参照。
（２）　戦後の社会史，経済史についての文献は多々あるが，ここでは正村公宏
『戦後史』上，筑摩書房，1985年，の第２章，第３章を参照し，デーダは，
本書のものを利用した。
（３）　これらの問題については後に詳しく論じることになる。
（４）　戦後２回の各選挙における各政党の選挙政策をみよ。福永文夫『占領下
中道政権の形成と崩壊』，岩波書店，1997年，64頁，128－33頁を参照。
（５）　詳しくは拙稿「イギリスの福祉国家型レジャー政策について」，『大原社
会問題研究所雑誌』No.455，1995年12月，参照。
（６）　各国立公園にかかわる自然保護運動についての記述については，拙著『国
立公園成立史の研究』の２部を参照されたい。
（７）　前掲『自然保護のあゆみ』，63－５頁を参照。
